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平成 30年５月 30日 

各 位 

会 社 名 Ｓ Ｆ Ｐ ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 

代表者名 代 表 取 締 役 社 長  佐 藤  誠 

 （コード番号：3198 東証第二部） 

問合せ先 常 務 取 締 役    坂 本  聡 

（TEL. 03-5491-5869） 

 

支配株主等に関する事項について 
 

 当社の親会社である株式会社クリエイト・レストランツ・ホールディングスについて、支配株主

等に関する事項は、以下の通りとなりますので、お知らせいたします。 

 

１．親会社、支配株主(親会社等を除く。)その他の関係会社又はその他の関係会社の親会社の商号等 

                   (平成 30年２月 28日現在)  

名称 属性 
議決権所有割合(％) 発行する株券等が上場され

ている金融商品取引所等 直接所有分 合算対象分 計 

株式会社クリエイト・

レストランツ・ 

ホールディングス 

親会社 67.75 0.00 67.75 
株式会社東京証券取引所 

市場第一部 

 

２．親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付けその他の上場会社と親会社等との関係 

株式会社クリエイト・レストランツ・ホールディングス(以下、「親会社」という。)は、上記の通

り当社の議決権の 67.75％を所有する親会社であります。 

当社を除く親会社グループの主力事業は、郊外の商業施設等におけるレストラン及びフードコート

の展開である一方、当社の主力事業は、繁華街の路面店における居酒屋の展開であります。このよう

に、当社を除く親会社グループと当社とは主力事業が異なり、事業の棲み分けがなされていることか

ら、現在競合となりうる状況は発生しておらず、今後発生する見込みも現時点ではありません。当社

と親会社は、相互に経営の独立性を維持しながら企業グループを形成し、マーケットでその存在感を

高め、更なる成長・拡大を目指しております。 

また、親会社グループとの人的関係におきましては、当社の役員のうち、親会社の役職員を兼ねる

者は２名であり、その状況は後記「役員の兼務状況」のとおりであります。 

なお、当社と親会社グループとの取引については、「３. 支配株主との取引に関する事項」のとお

りであり、その他特別な関係はありません。 

 

https://www.sfpdining.jp/
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(役員の兼務状況) 

役職 氏名 親会社での役職 就任理由 

取締役 大内 源太 

株式会社クリエイト・レストラン

ツ・ホールディングス 

管理本部長 

各種企業での豊富な役員経験を

有するとともに、親会社におい

て管理本部を統括し、管理部門

に関する豊富な識見と経験を有

していることから、当社の経営

に対して適切なご意見をいただ

けるものと期待するものであり

ます。 

取締役 

(監査等委員) 
森本 裕文 

株式会社クリエイト・レストラン

ツ・ホールディングス 

取締役(監査等委員) 

親会社グループ各社において監

査職を歴任しており、組織監査

に対する豊富な識見と経験を有

していることから、当社の経営

に対して適切なご意見をいただ

けるものと期待するものであり

ます。 

 

(出向者の受け入れ状況) 

該当事項はありません。 

 

３．支配株主との取引に関する事項 

（平成 30年２月 28日現在） 

種類 
会社等の

名称 
事業の内容 

議決権等の

所有(被所

有)の割合

(％) 

関連当事者

との関係 
取引の内容 

取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

親会社 

株式会社

クリエイ

ト・レス

ト ラ ン

ツ・ホー

ルディン

グス 

飲食事業 

の 

経営管理 

(被所有) 

直接 

67.75 

資金の貸付 

資金の貸付

(注) 
3,000,000 

関係会社

短期 

貸付金 

3,000,000 

利息の受取

(注) 
14,179 － － 

(注)資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しており、返済条件は期間１年、一括返済と

しております。なお、担保は受け入れておりません。 

 

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策等の履行状況 

 当社は、支配株主との間に取引が発生する場合には、他の会社と取引を行う場合と同様の条件であ
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ることを前提として判断する方針であり、少数株主の権利を保護するよう努めております。 

 

５．親会社等の将来的な企業グループにおける位置づけその他親会社等との関係 

将来的な企業グループにおける位置づけその他親会社等との関係に変更の予定はありません。 

 

  以上 


